
総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会 

議事概要 

 

○ 日 時   令和元年１１月２８日（木）９：３０～１０：５６ 

○ 場 所   中央合同庁舎第８号館 ６階６２３会議室 

○ 出席者   上山議員、梶原議員、橋本議員、松尾議員、山極議員 

       （文部科学省） 

        森晃憲 大臣官房審議官（高等教育局及び科学技術政策連携担当） 

        菱山豊 科学技術・学術政策局長 

        村田善則 研究振興局長 

       （経済産業省） 

        飯田祐二 産業技術環境局長 

       （事務局） 

        別府内閣府審議官、赤石イノベーション総括官 

松尾統括官、佐藤審議官、十時審議官、堀内審議官、柿田審議官、 

        髙原審議官、坂本参事官、渡辺参事官 

○ 議題    研究力強化・若手研究者支援総合パッケージについて 

○ 議事概要 

午前９時３０分 開会 

○上山議員 おはようございます。 

 定刻になりましたので、ただいまより総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会

を始めます。 

 本日は、小谷議員、小林議員、篠原議員が御欠席です。 

 本日の議題は公開で行います。 

 議題は一つで、「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージについて」です。 

 先日、１１月１１日のＣＳＴＩの本会議において検討状況を討議し、安倍総理大臣から具体

的かつ大胆な政策を盛り込むように御指示があったところです。本御指示も踏まえ意見交換を

させていただければと思います。 

 本議題の進行は橋本議員にお願いします。よろしくお願いします。 

○橋本議員 本日はこれまでに引き続いて文部科学省より経産省より関係部局の幹部に来てい
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ただいてどうもありがとうございます。積極的な議論をしますので、経産省、文科省の方も議

論に参加していただきたいと思います。お願いいたします。 

 では、事務局から配付資料の説明をお願いいたします。 

○渡辺参事官 まず資料１といたしまして、研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの検

討状況についての資料がございます。資料２といたしまして、総合科学技術・イノベーション

会議１１月１１日の有識者議員の資料、それから資料３といたしまして、こちらも同じく同会

議における有識者議員の資料でございます。それから資料４といたしまして、本日文部科学省

の説明資料、資料５といたしまして、経済産業省様からのクロスアポイント制度についての資

料でございます。 

 以上でございます。 

○橋本議員 では、その研究力強化・若手研究者支援総合パッケージの検討状況について御説

明いただきたいと思います。 

 渡辺参事官。 

○渡辺参事官 それでは、資料１を御覧いただけますでしょうか。先ほど冒頭御説明ございま

したように、今年１１月１１日、総合科学技術・イノベーション会議におきまして、ノーベル

化学賞を受賞いたしました吉野名誉フェローの講演に続きまして、この資料１に基づきまして

竹本大臣よりパッケージの検討状況について報告がなされたところでございます。既にこちら

の資料については公開されていますので、中身についての紹介は省かせていただきます。 

 資料２でございます。こちらも同じく同会議におきまして、橋本議員、上山議員から提出い

ただいた資料でございます。こちらにおきましては、例えば若手研究者の研究環境、キャリア

パスに関しまして若手研究者に一定期間、研究に専念できる環境を用意することが必要である

ということ。それから２ポツといたしまして、研究者の処遇の在り方として、大学が世界をリ

ードする国内外のトップ研究者を集めるためには実質的に給与水準を引き上げる仕組みが必要

ではないかという御提言。 

 それから裏のページにいきまして、基本的改革といたしまして、競争的研究費の一体改革に

よって、真摯に研究に取り組む研究者には最低限の研究資金が得られ、優れた成果を出した研

究者には継続的に支援が獲得できる制度の構築が必要という御提言を頂いてございます。 

 資料３でございます。こちらは同じく梶原議員、小林議員、篠原議員から頂いた提言でござ

います。まず下の方にございますが、経営力の向上による研究環境の改善ということで、大学

の運営者が経営者としての自覚を持って中長期視点を持ち、自らの大学の価値を最大化すると
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いうこと。 

 ２枚目にいきまして、上にございますが、大学におきましては、一定の自主財源を持つ必要

があるということで、例えばベンチャーに出資、産学共同研究費からの間接経費、寄附による

基金運用などから財源を確保するということ。さらに、年齢構成などを踏まえた中長期の人員

構成計画や研究者が能力を発揮できるような給与マネジメントシステムを構築するということ。

さらに、グローバルに競争力ある研究者への世界水準の待遇提供ということで、競争力のある

研究者が世界基準の給与を得られるように運営費交付金と外部資金からの混合給与を本格実施

するということ。その際、国は大学での混合給与が円滑に実際されるようガイドラインを整備

するということ。さらに、若手研究者が研究に専念できる環境作りといたしまして、若手研究

者については一定期間、自由な発想で挑戦的な研究に集中できる環境が必要であるということ。

さらに、経済的に不安定な博士課程学生に対し、更なる生活支援を充実させるなどの支援策の

必要性もうたわれてございます。 

 こういった資料の提示、それから意見交換を踏まえまして、総理の方からはしっかりと若手

研究者への支援強化が何よりも重要だということで、若者が希望を持って研究者の道へ飛び込

めるよう、研究環境を抜本的に改善する必要があるということ。さらに、実績を積んだ研究者

の皆さんには積極的に外部資金を獲得するよう促すと。これを活用することで給与水準を実質

的に引き上げ、世界水準の待遇を提供できるよう環境整備を進めてくださいという御指示を頂

いてございます。 

 これを踏まえまして、現在は内閣府、文部科学省、経済産業省におきましてパッケージに盛

り込むべき施策の検討を進めているところでございます。本日はこの中でも提言いただいた中

で重要な要素といたしまして、人事給与マネジメント改革及び大学院生等に対する支援につき

まして文部科学省より、それからクロスアポイント制度を中心に経済産業省から説明いただく

予定でございます。 

 以上でございます。 

○橋本議員 ありがとうございました。 

 次は文部科学省から人事給与マネジメント改革及び大学院生等に関するＴＡ、ＲＡ、学振等

の支援について説明を頂きたいと思います。 

 お願いいたします。 

○森大臣官房審議官（文部科学省） 文科省の高等教育局でございます。資料４をもとに御説

明申し上げます。 
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 初めに人事給与マネジメント改革についてでございます。国立大学が取り組んでおります人

事給与マネジメントの改革の概要を御説明申し上げます。 

 国立大学の人事給与制度は能力主義の徹底など、これまでも機会あるごとに法人化のメリッ

トを生かした見直しが求められてきてございますけれども、昨年からその見直しを人事給与マ

ネジメント改革といたしまして、国立大学と共に合理性・実効性ある人事給与制度の実現を目

指し、これまで以上に力を入れて取り組んでいるところでございます。 

 資料左下にございます四つの項目を御覧いただければと思いますけれども、人事給与マネジ

メント改革は全学的な人事給与マネジメントシステムの構築を主軸といたしまして、業績評価

と処遇への反映、それから年俸制の導入見直し、テニュアトラック制やクロスアポイントメン

ト制度の活用といった取組を総合的・複合的に推進していくものと考えております。そして、

この改革を進めるに当たりましては、その右側にございますように、若手教員の安定的な雇用

と教育研究環境の整備、外国人、女性教員の雇用促進、流動性の向上、多様な財源の活用とい

ったことが検討のポイントになるというふうに認識をしております。 

 次に、改革の現状についてでございますけれども、２ページ目を御覧いただきたいと思いま

す。先ほど申し上げましたような改革の方向性を文科省といたしましてはガイドラインとして

まとめまして、今年２月に大学に周知をいたしたところでございます。現在、国立大学ではそ

のガイドラインで示した改革の方向性を参考としながら、人事給与制度の改革に取り組んでい

ただいているところでございます。中でも厳格な業績評価制度に基づく新たな年俸制の導入に

つきまして、これについては統合イノベーション戦略２０１９におきまして、第３期中の導入

を目指すことが目標とされていることもございまして、各大学が特に力を入れて取り組んでい

られるところでございます。 

 資料左下にございますように、今年６月に文科省で実施した調査では、既に１２法人が新た

な年俸制を導入済みであるとの回答がございまして、さらに、その他の大学は現在制度の検討

が進められていて、文科省にも各大学から年俸制に関する相談が数多く寄せられているところ

でございます。画一的な給与制度からの脱却を図るため、各大学がそれぞれ工夫した制度設計

を行っているところでございます。また、外部資金の活用策の一つとして、クロスアポイント

メント制度の積極的な活用も各大学で進められております。ガイドラインの中ではこの活用の

イメージ図を示すなど、大学の取組を推進しているところでございます。これらの大学の取組

に対しまして、文科省では本年度の運営費交付金の予算配分に当たりまして、若手教員の比率

や人事給与マネジメント改革の実施状況を評価の指標の一つとして取り入れ、改革に取り組む
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大学に対して評価に応じた配分を実施したところでございます。 

 加えまして、今年６月に策定をいたしました国立大学改革方針では、大学の強靭なガバナン

スの実現を図るための取組の一つとして、コストの見える化と共に人事給与マネジメント改革

を位置付けております。このように現在、改革を進めているところでございます。 

 次に３ページ目を御覧いただきたいと思いますが、改革を進める一方で、それに伴い課題も

生じてございます。 

 まず、外部資金の活用の促進に当たりましては、先ほど申し上げたガイドラインの中ではそ

の必要性に触れられているものの、作成当時はまだ議論が熟していなかったこともございまし

て、イメージ図を記載する以外には事例の紹介もなく、踏み込んだ記載にはなってございませ

ん。将来ガイドラインを見直す際には、特に内容を進化させていくべき箇所だというふうに認

識をしております。 

 また、同じく外部資金の活用促進の手段として、クロスアポイントメント制の拡大。特に民

間企業とのクロスアポイントメント制度の推進に関しまして、文科省の調査によると民間企業

から受入れ、若しくは民間企業に派遣している教員は平成３０年５月現在で制度適用教員全体

の約１０％、４９０人中の５３名にとどまっております。さらに、この５３人のうち民間企業

が派遣している教員は３名のみで、残りの５０人は民間企業からの大学への受入れということ

でございます。外部資金の活用という観点における制度のメリットを最大限生かすためには、

特に民間企業への派遣を増やしていく必要があるというふうに考えております。 

 そのほか、若手研究者の研究環境の整備については様々な場で議論されているテーマでござ

いますけれども、特に若手教員の競争性と安定性の両立を目指した任期制の活用策やキャリア

パスの在り方の検討については重要な課題であると認識しております。 

 年俸制や業績評価制度は教員の収入に直結するものであることから、その見直しに際しまし

ては学内の合意を得るためには、丁寧かつ慎重な対応を求められます。このため、新たな制度

の導入に当たってはどうしても時間を要してしまうという点も課題としてございます。 

 また、新規採用者に対しては原則、年俸制を適用するといたしましても、現在月給制が適用

されている教員を強制的に年俸制に移行することはできないために、年俸制への移行は緩やか

で早期の導入拡大は困難という点もございます。 

 これらの課題を解決するために、文科省といたしましては今後取り組んでいくべき施策の方

向性として、次のとおり考えてございます。 

 まず、２０２０年度の運営費交付金の予算配分においても、人事給与マネジメント改革の進
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捗状況を指標に取り入れることを検討しております。その際には本年度の実績を踏まえまして、

指標の内容についてより工夫や改善を図っていきたいというふうに考えております。 

 また、大学の現状や課題の把握に努め、改革の検証を行うことで様々な人事制度・給与制度

の効果的な活用の在り方を探っていきたいと考えております。例えば人件費に寄附金等の外部

資金を積極的に活用するといっても、どのような課題があるのかと。また、適正な年齢構成の

実現についても、どのように計画を策定し実現を目指せばいいのかと、事例を踏まえた検証が

必要だと考えております。 

 その支援策として、好事例を積極的に横展開し、大学間で共有することも文部科学省として

推進していきたいと考えております。 

 そのほか、政府の動向や例えば経済産業省でクロスアポイントメント制度の留意点を取りま

とめるような他省庁との取組も連携しながら、将来的には大学の次期中期目標・計画、第４期

の中期目標・中期計画策定のタイミングを機に、人事給与マネジメント改革のガイドラインを

補強していくことを予定しております。 

 ４ページ目に人事給与マネジメント改革の取組を幾つか御紹介しているものがございます。

愛知教育大学の例は、これはクロスアポイントメント制度の方で実施をしているという例でご

ざいます。また、電気通信大学については、これはクロスアポイントメントについて大学の方

からも派遣をしている例ということでございます。それから新潟大学の例は、これは評価をも

とにした対応といたしまして、研究者のモチベーション、これを高めるような取組というもの

を、単に報酬ということだけでなしに教育研究のみならず仕事と生活の両立にも活用できるよ

うな、そういったことを配慮してくれるということでございます。それから北陸先端科学技術

大学院大学については、これは給与のうち基本給与部分は職位ごとに均一化することで年齢や

勤続年数によらない給与体系を実現させる、そういうような例がございます。こういった各大

学がそれぞれの特性、課題を踏まえながら様々な工夫を取り入れているところでございまして、

文部科学省としては大学と共にその取組の成果を上げていきたいというふうに考えてございま

す。 

 次に、大学院生に対する支援でございます。５ページ目を御覧いただきたいと思います。こ

れについては科学技術基本計画で博士課程学生の２割程度は生活費相当程度を受給できるよう

目指すとされている中で、平成２７年度時点での生活費相当額受給割合は１０．４％というふ

うになってございます。これらについてはＴＡ、ＲＡ、あるいは特別研究員事業等の支援を行

っているところでございますけれども、今後、博士課程学生に対する支援をするためには、支
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援に充てられる財源の多様化を図るということ。それから主に博士課程学生が担うＲＡの給与

水準の見直し等処遇を改善すること。それから学生に対する経済的支援や処遇について、大

学・研究者・産業界がしっかり意識することが必要かというふうに思っております。 

 このため文科省といたしましては、まず大学院生に対する直接の支援として、大学との意見

交換を通じて大学の自己収入増を踏まえたＲＡ等の支援策の推進、それから特別研究員事業の

充実に取り組むと共に、例えば指導教員等の研究代表者の獲得した外部資金を活用した大学院

生に対する支援として、公募型研究資金の公募要領において、ＲＡ等の給与水準について業務

の性質や内容、労働時間に見合った適切な設定をすることによる競争的資金を通じた支援の促

進、併せて企業等の共同研究によるＲＡ等としての雇用及び適正な給与設定の促進など取り組

んでまいりたいと考えております。さらに、有給インターンシップの試みなども進めてまいり

たいというふうに思っております。 

 私からの説明は以上でございます。 

○橋本議員 ありがとうございました。 

 それでは、続きまして経産省からクロスアポイントメント制度について御説明をお願いいた

します。 

○飯田産業技術環境局長（経済産業省） 資料５をお開きください。２ページ目でございます。

まず、この制度の御説明の前に申し上げたいのですが、トップクラスの研究者に限らないと思

いますが、産業界にとっても、いろんな大学の先生方とオープンイノベーション、協働してい

くということが大事であるということを共有していくことが必要だと考えています。企業に大

学の先生方の給与を補填してくれということではなく、産学連携を進めることは企業自身にと

っても大変大事なことだということが前提だと思っています。 

 今日はクロスアポイントメント制度の御説明をいたしますけれども、人事の交流を進めるた

めにはいろんな手段があるんだろうと思います。兼業ということもあるかもしれませんし、共

同研究もあるかもしれませんし、コンサルティングを請け負うこともあるかもしれません。い

ろんな制度があるんですけれども、それぞれの制度がそれぞれ使いやすいように、しっかり整

備されるということが何より大事だと思っています。そういう意味でクロスアポイントメント

制度は２番目に書いてありますけれども、非常に大事な制度だと思っておりまして、平成２６

年にはやや制度の説明をしたところにとどまっているんですけれども、「制度の基本的枠組と

留意点」というものをまとめまして、経産省それから文科省から周知をいたしました。経産省

からは研究開発費が一定額以上の企業、１，０００社弱に通知をする等により周知をしている
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ところでございます。 

 ３ページ目、お開きいただきたいと思います。下の左側に、研究人材の循環ということで赤

で囲ってありますが、これはクロアポ出向、転籍の数字ですが、企業から大学、大学から企業

などは数が少なく、十分に交流が進んでいないと思います。それからクロスアポイントメント

制度を導入している機関数は、国立大学では導入が進んでいるんですけれども、公立大学や私

立大学は大学の数に比べれば、まだ制度の導入も進んでいないところもあると思います。 

 それから下で、先ほど文科省から御説明ありましたが、大学から企業はほとんど制度が使わ

れていない状況で、周知はいたしましたが十分使われていない。そのポイントは上に書いてあ

りますが、大学の研究者の方がクロアポを行うためのインセンティブが乏しいこと。制度的に

制約されているわけではないんですが、実力に見合った給与水準にならない、そのような実態

があるということがございます。 

 ４ページ目ですが、先ほども幾つかの大学の御説明がございました。名古屋大学の松尾先生

がいらっしゃっていますが、先行的な、要するに能力に応じてクロアポ手当を付けることがで

きるように、文科省もちゃんと周知をしているのですが、こうしたことが十分大学にも伝わっ

ていないかもしれませんし、経産省としては、こういう制度を使ってちゃんと大学の先生と協

力しようということが産業界にしっかり伝わっていないところがあると思っています。名古屋

大学の加藤先生に座長をしていただいて、インセンティブを付与するクロスアポイントメント

のモデルを調べまして、そうしたものを整理した新たな追補版という形で今年度中にまとめる

ことにしております。これを各大学にお知らせすると共に、産業界にも積極的に使うよう周知

する。こうした制度を使って、交流のやり方はいろいろあるが、立派な先生とクロスアポイン

トメント制度というのも使えるんだということをよくお示しをして、先ほど見ていただいた数

字が飛躍的に拡大するようにしっかり取り組んでまいりたいと思っています。 

 以上です。 

○橋本議員 ありがとうございました。 

 では、これから意見交換しますが、今日、十分意見交換の時間をとっていまして、これは１

１時までありますので、ちょっと話を三つに大きく分けて、多少入れ子になってもいいんです

けれども、したいと思います。 

 まず最初は、今のクロスアポイントメントも含めて人事給与マネジメント、これは教員とい

うか職員に関することなので、そこについてを最初の議論にして、次、大学院生に対する支援

の在り方、これは違う内容なので、一応大きくそういうふうに分けながら、３番目はそれ以外
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というか、それら両方含んだような形というので、大きくそういうふうに分けた形で、多少入

れ子になっても構いませんけれども、議論したいと思います。 

 まず最初に、人事給与マネジメント、クロスアポイントメントでいかがでしょうか。 

 山極委員、どうぞ。 

○山極議員 今度東大の若手の特別教授、准教授かな、がツイッターで中国人を採用しないと

いうので話題になりましたけれども、あれは副次的に今の国立大学の人事給与マネジメントの

ネガティブな一面が浮上してきたという気がしているんです。つまり多分彼に言わせれば、大

学にいたって大学の給与はどうせ上がらないんだから、飛び出しちゃって自分で企業を経営し

て、そこから寄附講座なり何なりで大学に入っていく。そしたら自分の給与は外でできますか

ら、さらに優秀な大学院生と一緒にラボを作れる。その成果を取り込める。一石二鳥ですよね。

そういうことがもうかなり一般に行われつつあるという気がします、ほかの事例も私、知って

いますけれども。やっぱり大学の中にいたら物すごい規制に縛られて、兼業の規制もあるし、

クロアポだって大学の教員なんだから上限が決まっているわけです、名古屋大学はインセンテ

ィブを付けましたけれども。しかも大学の中の義務に縛られる。私ども年俸制を採用する際に、

クロアポで給料もらっている人の年俸制の中での業績をどう計算するかというのがすごい悩み

の種なんです。これは文科省さんにちょっとお願いしたいところなんですけれども。そういう

大学の規則ってどんどん細かく厳しく、また上限が決められていて動きにくくなっている。 

○橋本議員 上限決まっていないです、大学が決めているだけ。 

○山極議員 大学が決めているんです。 

○橋本議員 大学がおのおの決めている。 

○山極議員 それはそう。だけど大学のほかの教員とのバランスを考えたら、そんな高く設定

できませんからね、大学の中の教員としては。 

○橋本議員 物すごく高く設定しているところもあります。 

○山極議員 それはあるかもしれんけど。難しいです。だから、それだったらさっきも言った

ように、大学を飛び出しちゃって自分の企業を自分で起こして、あるいはＩＴ企業だったら、

そこでの膨大な給料をもらいながら、その一部を大学に寄附して、そこで教育だとか研究を実

施すればいいわけで、今、企業が今さっき経産省の方から現状説明がありましたけれども、社

員を送り込んでいるわけです。それは同じような考え方です、言うなれば。大学側もそういっ

た社員を寄附講座と一緒に受け入れて、あるいは共同ラボという形で受け入れて、一緒に共同

作業をするわけですが、その中で給与の違いがかなり目立つわけです。そういった問題をどう
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していくかというのは多分クロアポに関する大きな問題だと思います。だから、最初に言った

ように、若い世代はそれに気が付いていて、大学を飛び出した方が有利だという気になってい

るんだと思います。その辺りどうお考えになるのかちょっとお聞きしたいなと思います。 

○橋本議員 ちょっと事実だけ、私の知っている事例でも、自分でベンチャーを起こして、そ

のベンチャーから大学の給料の何倍もの給料をもらってクロスアポイントメントをやっている

というケースもあります。東大じゃないですけど、違う大学ですけど。だから、そういう意味

では大学でいろいろ決められるんですけれども、実態としては大学の中のマネジメントで決定

せざるを得ないと、そういうお話だと思うんですけれども、今のお話について何かコメントあ

りますか。 

 森さん。 

○森大臣官房審議官（文部科学省） 今、橋本先生がおっしゃっていただいたようなことだろ

うとは思います。もともとは今、国立大学に関してどういうような給与を出したりとか、ある

いは個々の教員と契約を結ぶかというのは大学で決められるわけでございますけれども、クロ

スアポイントメントについて言えば、各企業とするとすれば、企業ごとに相談して、どういう

契約するかというのを決めないといけないといって、エフォート管理をして、その方針をどう

するのかというのを決めないといけませんので、今までない経験といいますか、そういうのを

それぞれやっていかなきゃいけないというのがあって、その辺の難しさはあると思います。今

まではある程度の給与表なりがあって、それに基づいた任用とか奉仕とか考えていたわけであ

りますけれども、それを個々の教員のまた給料によってそれぞれ変わってくるわけですので、

その辺についての難しさは非常にあるんだろうというふうには思っています。また、ある方に

対して飛び抜けて高い給料を出すことに関しての学内のいろんな議論とか、実際やり方とか、

それも工夫が必要なんだろうというふうには思っております。 

○橋本議員 ちょっと補足しますと、このクロスアポイントメント制度を入れたとき、私、関

わっていたので思い出してみたら、これもともとは国研と大学の間をやるというために作ろう

とした制度なんです。これはドイツのフランホーファーとかマックスプランクを意識しまして、

それでやったんです。そういう制度設計していたんですけれども、そのとき経産省さんがすご

く頑張ってくれて、制度上、産業界にも適用できるというような制度にまで拡張したんです。

実はそこまで最初、検討しなかったので、考えていなかったんです、これ入れたとき。ですか

ら、今、産業界まで入れたこと、これは広がったから大変良いことなんですけれども、実際入

れるとなるといろんな問題が生じているということであれば、その制度の問題点を明らかにし
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て解消するような方向で制度を変えていけばいいと思うんです。 

 今の議論にもありましたけれども、学内の問題というのが一つあります。これはでも学内問

題をどうするのかという話と、それからもう一つは産業界側がやはりあまり出さないというよ

うな、既存の、ベンチャーは自分の会社だからどんと出しているんですけれども、なかなか私

も交渉したことありますけれども、産業界側はこちらの足元見て、そんなに出せないというこ

とも現実にはあるということと、それともう一つは兼業の制度があるから、兼業制度だったら

本当にアドオンなので単純に増えるので、そちらの方を選ぶと。研究者はだから兼業を選びた

い。産業界は足元を見ている。大学側は大学のルールの中で縛られてなかなかできない。こう

いうこの三つが多分お互いに相互に絡んでなかなか進んでいないのかなという気がするんです

けれども。 

 いがでしょう、ほかにも。松尾先生、どうぞ。 

○松尾議員 今の点なんですけれども、まず名古屋大学はこういう制度を作って、何でアドオ

ンで手当を出しているかというと、さっきの橋本先生のお話であるように、クロアポをやりま

したといったときに、大学の中のデューティーが結構いっぱいあって、例えば５０％エフォー

トを企業のためにやりますといったときに、５０％デューティーが減るかというと、実際はそ

れに見合って減っていないことが問題で、これは大学の問題があるんです。そうすると、兼業

とクロアポとどちらがいいんだといったら、兼業の方がダイレクトに収入になるのでそっちを

とってしまうと、そういう事情を考慮してのことです。。 

 それから、資料１の１ページの右下を見ていただきたいんですけれども、これを見ていただ

くと、確かに研究時間はどんどん減っているんですけれども、何で減っているのか。１４％ぐ

らい減っているんですけれども、一つは診療もあるんですけれども、要するに社会活動。社会

活動の中に研究、教育、その他、診療とあって、このカテゴリーの研究活動って何かと言えば、

これって産学共同なのかも知れません。ここはすごくとにかく増えていると。それからもう一

つは、教育は減っていないですよね。教育のデューティーも増えている。この二つを合わすと

大体１６％ぐらい増えていて、片や研究時間が１４％減っている。それからもう一つ大きいの

は、全然変わっていないですけれども、１８％ある黄色いところなんです。要するに学内事務

とか雑用です。 

 そうすると、ここから見えてくること、簡潔に言うと二つです。一人一人の教員の学内のエ

フォート、一体教育にはどれだか割いて、研究にどれだか割いているか。それに従って評価を

しないといけない。少なくとも自分の本務とする、例えば教育が本務だったら、それに五、六
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十％割いているような、そういう評価システムを作っておかないと正しく評価できませんとい

うことが一つです。給与もそれに従って上げる。 

 それから二つ目は、黄色いところを３分の１にすれば１２％浮いてくるので、赤いところに

全部回したら５０％近くくるわけです。ここのやっぱり中のシステム改革というか、実際問題

としてクロアポする教員に聞くと、名古屋大学の場合でもとにかく研究時間を増やしてくれと

いう、かなり切実な要求がある。それをこのグラフを見て、どこからひねり出すかというのを

具体的に考えて、大学でやれること、それから国から支援でできること、政策として。それを

それこそパッケージとして示さないと良くならないという、そういう感じがします。 

 以上です。 

○橋本議員 学内、特にその他の問題については、前、学術会議も来ていただいてＴｏ ｄｏ

リストを作ったので、あれをもとにしっかりと詰めていきたいと思うんです。そういうように

して、雑用等を減らすための努力を両方でやるということを今後のパッケージにしっかり入れ

たいというふうに思います。 

 一方で、今、松尾先生が言われたのは本質的なところがあって、実際にはクロスアポイント

メントになってエフォートが下がったら学内のデューティーを下げなきゃいかんですよね。実

際には授業のデューティーです。そのデューティーが実際は下がっていないというところがや

っぱり問題で、なぜ下がっていないかというと、教える人がいないからとかそういう話になる

と思うんですけれども、そこの部分は実はそこで減らした給与で教える人を雇うんだと、こう

いう整理で実は作っているんです、この制度は。それが実際には入らないのはなぜと思ってい

るんですか。 

○松尾議員 我々もそこは苦労しているところなんですけれども、いわばかなり教員の中で平

等主義があるんです。あいつは企業ばかりやっていて教育を余り熱心にやっていないとか、そ

ういうのがあるので横並びになるんですけれども、だから私は言ったんです。一人一人の教員、

何で活躍するんですかと。もし教育でやるというんだったら、クロアポで企業と一緒にやって

いる教員の分の教育をカバーするとか、カバーじゃないですね、そこを積極的に行っていくと

か、そういう改革を目指しています。 

○橋本議員 そうすると学内問題ですよね。ちなみに国研は教育がないので、そういうデュー

ティーを減らせるんです。やっぱり教育ってすごく、私も大学にいたからよく分かりますけれ

ども、ものすごく教育って重いじゃないですか。だから、簡単にクロアポになったから減らせ

るものじゃないんです、実態は。その点、国研はすごく楽だなと、そういう意味においては楽
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だなと思っています。だけど、でもそこをやらないと入らないということで…… 

○松尾議員 ただ、ちょっと言いますと、教育のところって実は例えば産学共同研究、今、間

接経費３０％にするとか、いろいろ言っているじゃないですか。教育のところって実は外部資

金というのがすごく入りにくいところなんです。ここを厚くしようと思うと、どうやって財源

をしっかり確保して、そこを厚くするかというのは、これはまた単に大学の中の問題だけじゃ

なくて。 

○橋本議員 制度設計上は先ほど申し上げたように、クロスアポイントメント、例えば５０％

になったら５０％分は浮くので、それで教育の代替の人もその中で賄うと、そういう設計にな

っているんです。それじゃ動かないということですかね。 

○松尾議員 我々大学の中で今、やっぱり一人一人の教員が一騎当千のつわもので良い人材を

確保して、この人が本当に１００％活躍できる場を作れば、そういう全体としてのことはでき

るんです。だからそれは教員採用とかそういったことで多分各大学も相当苦労して、良い人を

採ろうとして…… 

○橋本議員 やっている途中だということ。 

○松尾議員 そうです。 

○橋本議員 上山議員、どうぞ。 

○上山議員 多くは現象的としては大学の現場でほとんど解決できる、できなければいけない

問題なんです、この問題は。ただ、大学でできること、やれることと、それから行政の監督官

庁としての文科省がやるべきことというのがあって、それは運交金の中身をきれいにしていな

いということです。つまり運交金の中身は研究に充てられているお金がこれで、教育に充てら

れているものがこれで、あるいは学内行政は恐らくこれだろうということをはっきり示してい

ないために、個々の研究者あるいは教員に対して自らの給与の内、教育貢献に対して与えられ

ている資金の根拠を大学が示すことができないということなんです。運交金の中身をきれいに

すべきだとずっと申し上げているのは、会計上から見ても、大学に来る運交金の全体が教育分

としてこれ分ですよということを根拠を持って示すべきなんです。きちんとした数値に基づい

て根拠を出して、そしてそれぞれの範囲の中で大学の運営をやるべきですよ、経営をやるべき

ですよという、そういう行政指導をすべきだと僕は思います。それが全然できていない。丸ま

までブロックのまま渡して、どうぞ幾らでも使ってくださいとやっている限り、今のようなエ

フォートに応じた研究と教育の切分けを個々の大学が、教員と交渉することができないという

ことです。それを僕はやるべきだと思うんです、高等局は。 
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○橋本議員 それも大変重要なんですが、それで本当にできるかというと、実際運営している

方はなかなか難しいんだと思うんです。ポイントは兼業だったらデューティーは減らないんで

す、絶対に減らない。それで、クロスアポイントメントは減るんです。そうすると、明確に研

究者にとってのクロスアポイントメントと兼業の差が出てくる。それをだから導入できるよう

にいかにすべきかということがポイントなんだと思うんです。そのときに学内で、今、上山先

生が言われたのは政府がやるべきこと。学内がやるべきこともものすごくあると思うんですけ

れども、どうですか、松尾先生、山極先生、行政にお願いすることってありますか、この件で。 

○山極議員 要するに今、上山さんがおっしゃったように、教育と研究を切り分けて運交金の

額をはっきり示すというのは僕は余り賛成じゃないんです。というのは、教育現場、研究現場

というのはかなり曖昧な指標でやっています。それはさっき松尾さんが言ったように平等指向

で結構妬み、そねみが渦巻くというのがそこにあって、今度、人事院勧告で給料値上げという

のは出てきましたから、国立大学はそれに従うんです。非常に僅かな値上げなんだけれども、

これやらないと組合が怒りますから、あるいは教員に反乱が起こりますからやります。そうい

うお金というものと、自分たちの努力による、研究なのか教育なのかによって切り分けられる

給与が教員自身はっきり認識していないんです。研究をやりながら教育をやっているわけだか

ら、時間でやるしかない、エフォート率というのは。じゃ、時間で切り分けられるのかといっ

たら、今度の働き方改革にもあるけれども、創造的時間というのは要するに時間として換算で

きないわけです、質の問題もあるし。だから業績評価というのは量的な評価と質的な評価に分

かれるわけです。業績だけでそれを給料にきちんと量的に反映させるだけじゃ、これは現場が

もたない。だから、そこの工夫が必要なんです。細かくすればいいというものじゃないです。

それは教員同士の熱意を高めるために一体どういう制度上のメリットがあるのかということを

教員たちに直接伝えることが必要なわけで、だから教員自身の判断に丸投げすればいいという

話じゃない。だけど、それぞれの分野、それぞれの部局によって給与の考え方が違うわけです。

例えば病院と文学部とでは大分違います。だって学校に出てくる時間がそもそも全然違うんだ

から。そういうものがエフォート率として数的計算をして給与に反映させることができるかと

いうと、なかなかできないわけです。だから、国大協でも質の評価を分野別のピア・レビュー

で業績評価に反映させろといっているのはそのことなんです。私も大学の経営層としては非常

に苦慮しています。要するにそういう量的評価で現場の熱意ががた落ちになったら困っちゃう

から。それはどうしたらいいかということをやっぱり考えなくちゃいけないんです。１００％

の解決策はありません。 
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○橋本議員 現場が大変なのはすごくよく分かる。なので、是非現場で頑張ってもらいたいか

ら行政にお願いがもしあれば、ここで言えばやってくれる、やってもらうようにしますので、

ありますか、具体的に、行政へのお願い。 

○山極議員 だから、それはこの前の国大協や、日本学術会議の提言にもあるんだけれども、

要するに雑務を減らす努力をするような制度上の設計。つまりＵＲＡだとか支援者です。そう

いういわゆる教員が減ったことによって雑務が増えたという部分を減らす努力をしないと、さ

っき松尾さんがおっしゃったように、減った研究時間を増やせないです。教育というのは減ら

すことも増やすこともなかなかできない、今の状態では。だから、私たちは研究時間を安定的

にきちんと確保しなくちゃならないというオブリゲーションを負っている。そのためにはやっ

ぱり雑務の時間を減らすこと。この制度上の解決を何とかしていただきたい。 

○橋本議員 是非それをやりましょう。だから、雑務を減らすのはこの前のまずはＴｏ ｄｏ

リストがあるので、Ｔｏ ｄｏリストで足りないところは足していくにして、Ｔｏ ｄｏリス

トは誰がやるかと明記しているので、それをちゃんと実行するということをやるということ。

明記しました。上山先生。 

○上山議員 雑務を減らすのを行政なんかができないです。 

○橋本議員 両方ある。 

○上山議員 できないよ、そんなのは。大学の中の会議の数を減らしたり、時間や、そんなも

のを行政に頼むこと自体が間違っている、そんなの。 

○山極議員 それは上山さん、誤解だって。 

○上山議員 それは大学は現場…… 

○山極議員 上山さんが言っている雑務というのは、それは誤解だって。教員が抱えている雑

務というのは、例えば研究費の申請のための書類とか、いろんなシンポジウムの準備だとか、

学会のための様々な雑務、会議、その書類を作る、準備をする、いろんなものがあるわけです。

そういうことを支援者がやってくれれば相当大きな時間を割ける、それを言っているわけです。

だって、僕が言ったように今、講座の経営が教授と助教１とか、教授だけでやっている現状な

んです。しかも秘書も雇えない状況が続いているわけでしょう。それで研究しろといったって

無理な話です。 

○上山議員 支援者を雇うのは大学でしょう。大学の努力の中で支援者を雇い、そして効率的

な事務職員を雇い、効率的な事務職員を作っていくというのが大学の責務じゃないですか。そ

んなことを余分な金を取ってきて大学にくれなんていう発想がそもそもおかしいわけです。 
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○山極議員 私は余分な金を…… 

○上山議員 行政がやらなければいけない仕事は、大学がそういうことができるようなインセ

ンティブを付ける、そういう制度を作ることです。 

○山極議員 おっしゃることは一緒だと思うけれども、ただ制度上の設計も僕はできると思う。

だって、ＵＲＡだってここ数年で、新しくできた制度なんです。じゃ、技術職員をどのぐらい

の規模で大学にきちんと設計しているかというのは、これは文科省の仕事です。これはお金の

ことは言っちゃいけないというか、言っていないだけの話であって、そんなことを大学に丸投

げするのは、上山さん、それは乱暴な話です。 

○橋本議員 そういうのを助ける職員、ＵＲＡも含めて、そういうものについてはしっかりや

っていきましょうという話は明確になっていて、あとその財源をどうするのかという議論があ

るので、そこの重要性は今回も明記しておくということですよね。その財源として、各大学が

稼ぐ分と政府も頑張る分と両方併記だと、これでいいと思うんです。あとは雑務に関しては、

学内の雑務、会議は大学側で現場で頑張ってもらわないといけないし、一方で評価に関するこ

ととか、これは明らかに増えていますから、評価に関するための、作るための時間。そういう

のはフォーマットを共通化することによってぐっと減らすとか、これは行政の責任ですよね。

だから、それもこの前の議論の中で書いていますから、それのＴｏ ｄｏリストをしっかりと

実行するということでいいんだと思うんです。そういうふうにしてやるということで。 

 松尾先生、ありますか、行政に対する要求は。 

○松尾議員 若干観点を変えてというか、例の年俸制の話で人事給与制度の話で、今、国立大

学の中で３種類のショウケイ教員がいますということで、御存じのとおりです。昔ながらの月

給制の、それからちょっと言い方は正しいかどうか分かりませんけれども旧年俸制と、それか

ら今、ほぼほとんどの大学が新しく採用する職員は新年俸制で採用しますと。そうすると大学

の中に３種類の給与の、なるべく各大学、我々もそうですけれども、中でこれが統一しようと

しているんですけれども、三つあってなかなか事務仕事であって、そう単純じゃないというの

で非常に苦労しているんです。行政の方にお願いしたいことは、制度は大体これでできて２０

年ぐらいすると新年俸制でいくのかなと、大部分が、思うんですけれども、その間、非常にや

っぱりマネジメントとして厳しいところがあるので、是非実態をよく見てもらって、我々も具

体的なそごはこれからいろいろ出てくると思うので、それについては現実的な対応を是非お願

いしたいというふうに思います。 

○橋本議員 梶原議員に行く前にちょっと私の方から今のに関連して、年俸制移行に関しては
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お気付きだと思いますけれども、とにかく我々のような国研のところも法人化に移行するとき

に、組合との約束があって、我々のところですと、まず一番上に既存の人たちを年俸制には変

えないという、そういう第１行が書かれていて、それがあるために組合交渉を毎年やるときに、

まずそこを確認しないと２番目に進めないという、こういう状況なんです。ですので、今、松

尾先生が言ったように、実際に新しく採用する人は年俸制をやっているけれども、旧の人は変

えられない。これを政府に相談すると、それは裁判を起こせばできるんだというんですけれど

も、そうかも分からないけれども、それにかかる時間的コストを考えると、それは現実的には

我々はできません。だから、もしそれを本当にやるんだったら政府としてやっていただかない

といけない。政府が裁判を起こして、でもやるということでいくんだったら、それはできるか

も分からないけれどもという問題が実は年俸制を、みんなを年俸制にするためにはそういう問

題があるんだということを是非理解した上で政策は作っていただきたいなというふうに思いま

す。 

 それで梶原議員、年俸制でも、あるいはクロスアポイントメントの、特にクロスアポイント

メントは産業界に厳しいことを言いました。じつは足元見ていると。それに対して。 

○梶原議員 過去の水準を踏襲するので、金額が増えることについては交渉の最初のポイント

にはなると思います。今日の議論ではクロスアポイントメントありきでお話しされているが、

飯田局長も最初におっしゃったように、大学が外部資金を獲得しようとすることについて、民

間から見ると、一定の研究や業務を大学の先生にお願いするやり方には幾つもパターンがあり

ます。大学にとっては、どのアプローチをとるとどんなメリットやデメリットがあるという話

ですが、共同開発や兼業の業務委託のような形では駄目で、クロスアポイントメントなら良い

という使い勝手について、産業界がきちんと腹落ちし、理解できているのかというと、そこは

疑問だと思います。時代の方向感として、もう企業の中でオーガニックに研究開発ができるわ

けではなく、企業は日本中や世界中の知を使いたいと思っていますが、どうしてクロスアポイ

ントメントを使わないといけないのか、共同研究ではダメなのかという話になると思います。 

クロスアポイントメントの話が出るたびに好事例を展開しましょうというところで終わり

になっていますが、何が本当に好事例なのか、どのような契約でやっているのかなどが理解で

きれば、企業側も腹落ちするのではないかと思います。 

○橋本議員 ちょっと是非これ、実は我々の意識の問題としては、失礼だけれども産業界は大

学とか国研の人間を安く使っていたと、過去。いやいや事実。だから、例えば間接経費の話も

そうですし、やっぱりそれは自分たちが税金払っているから、税金によって雇用されている人
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たちはただで使っていいんだという考え方が基本的にあるんです。これ海外でもそうです。私、

フランスとかドイツの人ともこういう話をしたんだけれども、日本の会社はあんたの国には沢

山払うのに日本には払わないんだといったら、いやいやドイツだって同じだよと。ドイツの会

社はドイツになかなか沢山払わない。それはなぜかというと、自分たち税金払っているからだ

と、こういう言い方をしているんです。それ確認したら、結構そういう考え方ってユニバーサ

ルにある。 

○上山議員 ユニバーサルじゃない。 

○橋本議員 アメリカはない。 

○上山議員 イギリスもない。 

○橋本議員 でも、日本はそういう考え方がある。それはやはり変えていただきたいと。とい

うのは今、昔のように税金で全部持たれるような構造になっていればそれもあったのかも分か

らないけれども、今、実は御案内のように、とにかく稼いでくださいということを言われて、

人件費だけでいっぱいだと、こういう話だったから、やはり税金だけで我々は雇われているわ

けではありませんよということで変えていきたいというのが間接経費の話であったり、クロス

アポイントメントで産業界、もっと払ってくださいよと、こういう話なんです。なので、梶原

議員が言われたのは全くそうだと思うんです、産業界が思っているのは。でも、それの考え方

を変えてもらうような方に誘導するということも重要なんだなと思っているんですけれども。 

 松尾先生。飯田局長、その後。 

○松尾議員 ちょっと根本的なことを、これはやっぱり大学から企業へ行く数が日本全国で１

桁というのはないのと一緒で、もっと言うなら本当に企業として大学とクロスアポイントメン

トして、人材必要としているのかと。ニーズはそもそもあるんですかというのを根本的に聞き

たいんです。これ制度とかそういう問題じゃなくて、そもそも大学の人たちを一定時間買い上

げて、言い方悪いですけれども、それで企業で使うというニーズそのものはそもそもあるのか

というふうに思いたくなっちゃうんです。それがないのに幾ら制度だとかやってもしようがな

い。その辺を１回正直なところを聞きたい。 

○橋本議員 なかったらもうしようがないと思うんですけれども、しかし飯田局長にフォロー

してもらおうと思うんですが、今、ものすごくやはりオープンイノベーションで産業界もアカ

デミックの力を使おう、そういう国の大きな流れもあるし、産業界もそう思っているところが

あるという中において、このクロスアポイントメントをうまく使ってもらいたいと、こういう

話だと思うんですけれども。 
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 飯田局長、いかがですか。 

○飯田産業技術環境局長（経済産業省） 例えば来年予算要求していますが、若手の研究者に

企業と国で半分ずつお金出して育成する仕組みを導入するときに、企業を沢山回りました。大

学と連携することに企業は物すごい関心を持っています。我々、経産省で産業界を見ていて、

梶原さんがおっしゃいましたけれども、やっぱり研究開発は自前じゃ無理なんです。他の企業

でもいいですし、海外に目を向けてやってもらうど他者と組んで取り組むことは企業にとって

大事だと思っています。これまで自前で研究し成果を上げてきた企業の方はむしろ外に出すと

その分の研究費が減ることになるので、サラリーマン的には考えると研究費が減ることになり

外に出すことをいやがることはありますが、経営の立場から見たら違い、今でもニーズもあり

ますし、もっともっと広げていくべきだと考えています。 

 山極先生がおっしゃったように、大学から外にどんどん良い人が出ていっちゃうようになっ

たら本当に困ると思うんです。大学で成功モデルというか大学で研究やったら、こんな成功に

つながるということを示し、若い人が沢山入ってくるということにつなげる努力を我々も工夫

して行おうと思います。企業と交流することで必要な費用を確保するにはいろんな手段がある

と思うんです。共同研究でやって間接経費を取るというのもあるかもしれませんし、兼業だけ

は研究者個人にお金がそのままいっちゃうのであれかもしれませんけれども、クロアポであれ

ば例えば大学経由でお金を払う理由もあると思います。先ほどお話があったように、それぞれ

のいろんな仕組みにはメリット、デメリットがあって、各方法について全体像が示されておら

ず、ばらばらでやっている状況です。経産省が企業と話をするときも、全体像をしっかり見せ

た方がいいかもしれません。そういうのがあるんだというのを見せて、逆に大学にはちゃんと

交渉を、大学が持続的にやるために必要なお金を払うべきだと経産省も企業に言っていこうと

思うんですけれども、大学も交渉をしていただきたいなと考えています。経産省としては日本

経済全体で大学と企業が積極的に連携していくことが必要で、そのための仕組みは様々あり、

企業と大学で交渉する中で、ちゃんと大学にしかるべきお金が残るような仕組みというのをど

う作っていくかというのが大事なので、それを全体で示して考えていく必要がある。クロアポ

だけで議論するのは良くなく、いろんな手段があるので。ただ、クロアポの利用はあまりにも

少ないので、これはしっかり制度の活用をもっと広げていきたいと思います。 

○橋本議員 ちょっといいですか。兼業に関しては先ほど研究者側のメリット・デメリットは、

メリットは先ほど言いました、エフォート。企業側からいうと明確なんです。実は余りちゃん

と運用されていないですけれども、兼業をやるのは本務で兼業をやっちゃいかんのです。当た
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り前ですね、本務で給料もらっているのに、例えばだからＡという研究やっていて、そのＡと

研究と関連した研究を兼業で会社とやるのは、これは駄目です、アウトです。だけど、そこを

ちゃんと実は線引いていないからできているんです。だから、会社がある先生のここの部分を

やってもらいたいというときに、本務と近いところを兼業で買うというのは、これは、なしな

んです、駄目です、これ法律違反です。でも、だからそれが線引きがちゃんとされていないの

が問題。私、兼業を沢山やったけれども、きちっと線引いてやっていましたから。それは共同

研究はやりますよ。だから私、詳しいです、この話はちゃんと自分で引いた線。 

○森大臣官房審議官（文部科学省） 多分、兼業に対してのクロスアポイントメントのメリッ

トとしては、兼業というのは橋本先生おっしゃったのは、まず本務に支障がないという、それ

がないと駄目。それから利益相反にならないとか、そういうのがあるわけです。それの要件に

合致した場合にするということです。ただ、クロスアポイントメントをすれば、本務というか

大学側の業務を減らせるわけです。だから、そのためにはエフォートを管理しなきゃいけない

ということがあって、今までは大学の教員は研究者ですから、裁量労働制でやってきています

ので、ある意味裁量型です。その中で仕事を限定するといいますか。そのための管理をしなき

ゃいけないというのが新たにやらないといけないので、その辺の難しさがあると。ただ、良さ

は兼業に比べてあるというのは確かだろうというふうには思います。 

○橋本議員 管理はできますから、論理的にはそうです。だけど、兼業とクロスアポイントメ

ントの違いが皆さん余り分かっていないんだと、今ここでびっくりしたので、これは明確にし

ましょう。これ違うので、だってこれは法律的に本務でやって、これ二重取りですから、給料

の。あるいは利益相反、完全に破っているので訴えられる話ですから、なのでそれは明確にし

てガイドラインを書くと分かると思いますので。 

 上山先生、何かありますか。 

○上山議員 今さっきドイツの例とかフランスの例、ドイツだって典型的ですけれども、基本

的に全て学生を受け入れなければいけないんです。だから先生と教員の比率を見れば学生の数

はすごく大きいんです。つまり大学というのは全て税金で賄えるものという前提のもとで作ら

れている制度です。ところが、アメリカもそうで、イギリスもそうで、日本もそうですけれど

も、そうじゃない。だから、税金で賄わなければならない部分については、一つ一つの事象に

対して、人の能力についても値段を付けていかなければいけないということなんです。値段を

付けて、それをインデックスとして交換をして、そしてお互いの利益のインセンティブをウイ

ン・ウインで作っていくということなんです。だから、私は何度も言っているように、教員の
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一人一人についても教育と研究についての値段を付けるべきだといっているんです。その値段

の根拠は大学にはできないんです。大学はその全体の中でこの先生はすごい教育高いからこの

値段を付けますよとはできます。だけど、行政がやらないといけないということは、その値段

の根拠を示すということなんです。これは結構大変な仕事なんです。物すごい大変な仕事だか

ら国がやるべきだといっているんです。それに基づいてそれぞれのところが、分かりました、

この人はクロスアポイントでやりましたよねと。そしたら、あなたこれだけ行っているんだか

らエフォートで考えたら、これぐらいのものをコンサルティングやったら払ってもらわないと

いけないですよという交渉ができる。その根拠ができる。その分だけ運交金をセーブして、ほ

かのところに回すことができる。これクロスアポイントメントの趣旨でしょう。そういうこと

を行政がやらないといけない。その根拠を作らないといけないといっているんです。これは大

学にはできない。 

○橋本議員 分かりました。次、山極先生いきます。ここから大学院生に対する支援の話も入

れていきます。前の方も含めていいです。 

○山極議員 クロアポと兼業ともう一つあるんです、実は共同ラボ経営というやつ。私もよく

やっていますけれども、これはまた上山さんに大学がやれよと言われるかもしれないけれども、

これは両方の給料で共同研究しているわけです。これってすごく今、増えている。企業も大学

側に社員を派遣してきて共同ラボを経営して、共同研究して結果を出そうとしている。これ結

構今、盛んになっています。これは両方の給料でやるわけです。それで文句は出ない。例えば

うちの教員が薬品会社に出向して、そこの共同ラボで一緒に研究するということもあります。

こういうのってクロアポにも兼業にも引っかからないんです。そういうものをどうしていくか。

これ正に研究所が沢山あればできるわけだけれども、そういう場合、大学でどう評価していく

か。これは現場として難しい問題になるということは指摘しておきます。 

 それから新しい話題に移るという話なので、若手の話で言えば、今、大学を飛び出すという

のがチャレンジングな精神になりつつあるから、若手は出ていこうとしています。ただし、若

手がすぐに社会で活躍できるか、あるいは今、アジア諸国が若手の教員をいっぱい求めていま

すが、そういう期待にに本当に対処できるかといった問題があります。英語でレクチャーした

経験がないという連中ばかりだから、それで今、うちの大学ではGＳＴ（Graduate Student 

Training）センターというのを作って大学院生に教育能力向上の指導をしようとしているんで

す。若手がどこで活躍できるかというパースペクティブが、産業界と官と、それから大学の中

であまり一致していないという気がするんです。産業界は博士課程は要らないというし、大学
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は博士課程にもっと注目してよというし、そこにミスマッチが生じている。だから大学院のマ

ーケットがどこにあるかということを明確にしないといけないと思うんですけれども、そこを

やっぱりもうちょっと議論した方がいいかなと思っています。 

○橋本議員 マーケットを意識しながら大学院生を作っていくって…… 

○上山議員 マーケットは自分で発見するものです。 

○橋本議員 ということも含めて、大学院生に対するサポートが、大学院生のサポートにいき

ます。大学院生のサポートをしないといけないと。これみんな思っていますので、思っていま

す。じゃ、それをどうやってするかというときに、だからお金が必要なので、そのお金を増や

す努力を政府はするという。それから大学側は産業界にそれに対して協力してもらう。理解し

た上で大学が頑張って公的資金等々からの間接経費等々も増えて、そういうものを大学は使っ

てＲＡ、ＴＡ経費にするということと、それからもう一つ、今回ここで出てきているんです。

研究費の中から教員が取ってきた研究費で教員が自分で雇用する。これはアメリカ型だと思う

んです。正確に言うと、アメリカは大学がお金を大学の戦略の中で配っていくというのと、そ

れから教員が取ってきたお金で沢山外部資金を取っている人は学生を沢山採れるという制度が

あって、この２本立てだと思うんですけれども、日本の特徴はどっちかというと、学生が取っ

てくるというＪＳＰＳですよね。それがメーンであるという状況なんです。 

 さて、これについてどうするのか。今後の、ＪＳＰＳをなくすなんていうつもりは毛頭なく

て、これは要するに重要な学問で外部資金を取れないようなところでもちゃんと育てられると

いう意味では大変すばらしい事業なので、そういう目的はあるんだけれども、一方で先ほど言

ったマーケットがあるようなところに沢山大学院生が行くというのは、制度から見ると実は外

部資金を取れたところのお金で払う。あるいは大学がその道を作るんだとなると、大学がそう

いうお金を集めて、あるいは例えば極端な話、ＪＳＰＳのような公的資金でも大学が集めて、

それを大学の戦略によってある分野にＲＡ、ＴＡに配ると、こういう方向もあるんだと思うん

ですけれども。さて、これについてどういうふうに考えるか。 

 上山先生、どうぞ。 

○上山議員 ＤＣですよね、あの制度は本当に珍しいです、グローバルに見たら。つまり国が

直接に研究者に給与も含めて渡すんですね。珍しいです。アメリカの例を仮に挙げるとすると、

大学が大学院生を入学を認めた時、その人に対してこれぐらい払いますよということをほぼコ

ントラクトとして出しているんです。つまり、その人の博士課程の授業料も、それからスタン

ペイも基本的に出している。それが恐らくＤＣに当たるようなものだと考えれば、研究者が獲
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得した競争的資金にはミシン目が入っていて、これはインストラクションとして使うべきもの

です、これは研究として使うべきものですと分かれています。そうすると、インストラクショ

ンの部分は必然的に学生の支援に回るわけです。アディショナルに競争的研究費を取れば取る

ほど多くの大学院生を雇うことができる。あるいはその人たちをサポートすることができる。

そういうところには大学院生がいっぱい集まってくるわけです。だから、競争的資金の中に、

先ほどと同じように、教育か研究かのミシン目を入れろと言っているんです、僕は。ミシン目

を入れれば、その先生が取ってきたときに自分の中で研究のためだけに使うこともできない。

必ず大学院生をサポートしなければならなくなるんです。そして、その人たちの授業料も、あ

るいはスタンペイもそこから出してあげる。あるいはＲＡの費用もそこから出してあげる。出

さなければならなくなるんです。そういうことをやるべきだと僕はずっと言っているの。同じ

ことですけれども、運営費交付金についても、研究と教育に対してちゃんとミシン目を入れて

その根拠を示すべきです。 

 もう一つだけ言わせてください。飯田局長が言ったこと、とても良いことをおっしゃってく

ださったんです。 

 若手の人とのコラボレーションというのは本当に注目すべきだと思う。企業は、オープンイ

ノベーションや、コンサルティングなんかにしても、多分エスタブリッシュした人よりも若手

の人たちとの共同研究にすごい大きな魅力を感じると思う。まだまだその人たちの伸びる余地

もあり、その人からフレッシュなアイデアをもらうことができ、その人たちに対してクロスア

ポイントメントというより、むしろコンサルティング業務をサポートする方が、産業界にとっ

ても、あるいは次世代の研究者にとってもウイン・ウインのとても大きなメリットになる。で

すから、スター研究者のクロスアポイントメントよりは、若手の人たち、そうすると若手の人

たちは追加的な資金を得ることができて給料も上げていくことができる。 

○橋本議員 兼業にならないよ、さっき言った本務に入っちゃう。 

○上山議員 本務の中でクロスアポイントメントやるんでしょう。 

そうすると、やっぱり基本的に研究者の給料を早く上げないといけないと思っているんで

す、いろんな形で。そこに魅力があるマーケットを作らないといけない。そうすると、若い世

代に軸足を移して、クロスアポイントメントみたいなのを別の制度の形でエンカレッジしてい

くという方向性はすごく良いと思います。僕、実は東北大にいたときも、江刺先生という先端

融合拠点のところでお手伝いしたんですが、そのときに企業の人たちは若い人たちとの共同研

究を求めているというのを見て、目が覚めるような思いをしました。その意味では、今、飯田



－23－ 

局長がおっしゃったみたいなフレームワークというのはとても良いと思います。 

○松尾議員 大学院生、特に後期のＰｈ．Ｄ．のスチューデント、これはどういう問題がある

かと、もう今までさんざん言われて三つありますと。これは経済的支援とキャリアパスと時間

ということで、その中で経済的支援なんですけれども、考え方を日本だとＰｈ．Ｄ．スチュー

デントなんですけれども、諸外国ではＰｈ．Ｄ．キャンディデッドで、要するにある意味、学

びながら半分は研究をちゃんとやるワーカーというとちょっと語弊がありますけれども、そう

いう位置付けなんです。だから、根本的にまずそこのところの考え方を変えないといけないと

いうのがある。要するに彼らがちゃんと研究をやったら、それに対して対価をしっかり払うと

いう、そういう考え方がないといけない。そうすると、私はさっきからいろいろ大分問題じゃ

ないかと、国に要求するのが非常に下手で控え目なので、また言われそうですけれども、そう

考えると、大学院生、Ｐｈ．Ｄ．スチューデント何人抱えて、それに最低限どれぐらいの支援

するかというと掛け算すると、財源どれだけ必要かって決まりますよね。それはあるいはさっ

き上山先生が言われた研究費から払う。あるいは教育費として配られている中から払う。ある

いは企業とのクロアポじゃないんですけれども、共同研究の中で大学院生の最近いろんな大学

で月２５万ぐらい払うとかそういうのが出てきているので、これ全体のマネジメントはそうな

んだけれども、基本的な考え方として彼らにはそういうきちんと給料じゃないけれども、そう

いった経済的対価を与えてしっかり確保するって、これが大学の中でも基本的な考え方のシス

テムとして重要ですよねということを確立していないといけない。 

○橋本議員 松尾先生、質問ですけれども、だからそうしたときに払い方として学生に払う、

大学に払う、研究者が払う、払う人が国が直接学生に払うのか、大学が学生に払うのか、研究

者が払うのかと３通りあると思う。それはお金をどこに入れるかという話だと思うので、その

次いきます。松尾先生はどう考えますか、大学ですか。 

○松尾議員 うちで今、指定共同研究制度というのを作って、これは大学院生が関与すると、

月たしか幾らだったかな、２５万だっけ。 

○橋本議員 どこが払う、大学ですか。 

○松尾議員 それは企業が大学に費用を支払い、大学が大学院生に支給します。 

○橋本議員 どの分野にするかとか、どの分野に何人ぐらいと、どこか決めないといけないじ

ゃないですか。それを決めるのが大学なのか、あるいは今、ＪＳＰＳって研究者が決めている

のかな、研究者というか、誰が決めているかよく分からないんです。それから、単純に学生、

アプリカントの優劣で決めているんですね。あるいは研究者が得てきた研究契約があるのかと
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いうので、出し方が３通りあると思うんです。 

○松尾議員 だから企業とやっている場合は、大学がやっています。 

○橋本議員 大学側なんですね。 

○松尾議員 福利厚生も含めて、ということになります。 

○山極議員 良い例がOISTだと思うんです。OISTは研究者が、上山さんの言ってているような

プロジェクトをやっているわけでしょう。研究者がお金をもらって、それで助教や准教授を雇

うことができるし、大学院生も持つことができる。そのお金は研究者単位で支給されます。だ

けど、今、クロスアポイントはそういうふうになっていない。矛盾をはらんでいるのが卓越研

究員制度で、これは国が払うんだけれども、大学に一応意思決定を任されていて、テニュアト

ラックをつけて雇用せよといっているんだけれども、これはすごく矛盾したことがいっぱい起

こっているんです。だから、僕は資金はやっぱり大学に払ってほしいと思うんです。大学が意

思決定ができるようにする。研究者に支給すると権力関係が生じちゃうんです、教授と大学院

生の間に、あるいは若手研究者との間に。そうでなくて、若手研究者が自分の研究を立ち上げ

ようと思ったら、ある程度いろんなところを渡り歩く必要も出てくるし、そういう自由度を与

えなくちゃいけない。海外もその一つです。だけど、帰ってきたらポストがないというのが現

状です。だから、１０年ぐらいの期間を与えて、５年は海外に。でも帰ってきたらまたポスト

があるんだというような自由度を若手に与えて切磋琢磨させるという環境を作らなくちゃいけ

ないと思う。その決定権は大学に与えた方がいいと思う。国が与えて、それぞれ自立した研究

者にＤＣ１からなれといったって、それは無理な話ですよ。 

○橋本議員 大学院生に対しても大学が。 

○山極議員 大学ができるようにするというのが僕は一番良いと思う。 

○橋本議員 現状は、もう一回言いますけれども、実はそうなっていないんです、全然。研究

者が決めて、一部はあります、大学とか研究、でもメーンはＪＳＰＳなんですよね。ＤＣ１、

ＤＣ２なんですよね。それに対して今、こういう意見なんです。 

 菱山さん、いかがですか。 

○菱山科学技術・学術政策局長（文部科学省） 今、橋本先生がおっしゃるとおりで、ＤＣに

ついては学振に申請していただいて決めています。ただ、研究室に属するという形になります。

今、橋本先生が３通りあるとおっしゃっていましたが、その通りだと思います。だから、制度

的にこれじゃなきゃいけないと決めるよりは、恐らく選択肢が幾つかあった方が私どもは良い

と思っていますが、ただ、それぞれの制度も恐らくいろんな方の御意見を聞いてやってきてい
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ると思います。更に使い勝手の良いものにするには、さらにいろんな御意見を聞きたいと思っ

ています。 

 それと、例えばＪＳＴのCRESTでは、しっかりＲＡの推奨というのをしています。ただ、こ

れはマストではなくて、こういうふうに学生を積極的にＲＡとして雇用するということを推奨

するという形です。さきほど、ワーカーって松尾先生がおっしゃっていましたが、正に労働時

間という言葉は使って、労働時間に見合った適切な設定に努めてください、給与水準とかそう

いうのもそういうふうに推奨しています。先生方の行く研究費の中でやるとすると研究室の大

きさもいろいろあると思うので、なかなか自由にというわけにいかないとは思います。こうい

う競争的資金の中にでも、直接的に大学院生を雇用するという形も増やしていきたいというふ

うに考えております。 

○橋本議員 私も一本化するべきじゃないと思っているんです。３通りあるべきだと思ってい

るんです。ただし、その割合がどうあるべきかというのはすごく重要で、というのは現状を変

えるということもあるけれども、それよりも今、増やそうとしているから、増やすのをどこに

付けるのをメーンにやるのかというのは政策の問題だと思うんです。例えば科研費の大きいの

だって、その中にミシン目を入れるということもあり得ると思うんです。 

 村田局長はどういうふうに考えていますか、この問題。 

○村田研究振興局長（文部科学省） 今、菱山さんからお話があったところに尽きると思うん

ですけれども、これも先生のお話のとおり、今、制度上は当然ＲＡ等を雇用することができる

ことになっています。ただ、それは個々の研究費の性格ですとか内容によって、その研究内容

にふさわしい形で新計画をつくると。その中で雇用する院生の人件費をどのぐらいの割合がい

いのかということが出てくると思いますので、全体としてお話があった大学に行くのがいいの

か、研究資金の中からやるのがいいのか、その辺はバランスを考えながら対応していく必要が

あるんじゃないのかなと思っているんです。 

○橋本議員 ＮＥＤＯ資金も実な今のストーリーの中から分かるように、大きなＮＥＤＯ資金

があったら、その中でミシン目入れて、ある部分はそこに関わるＴＡ、ＲＡの資金として使う

ようにと、例えばそんなようなある種のガイドラインとか本当は出してもらうとすごく大きい

んですけれども、その辺はいかが。 

○飯田産業技術環境局長（経済産業省） 今もたしかＮＥＤＯはＲＡを雇えるようなルールに

していたと思います。何がしかの形でここにお金を回す必要がありますので、必要な検討を行

いたいと思います。 
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○橋本議員 前向きの、これ大きいですね。新聞書いてください、これ。４局長がそろってそ

の方向で。大きく１面トップで書いてください。大変重要な議論ができていると思うんですけ

れども、すごく。 

 内閣府の方で何かありますか。佐藤さん。 

○佐藤審議官 もう一つは、今、３通りあると言った中で、大学ともう一つ国研というのがあ

ると思うんです。 

○橋本議員 国研と大学は今、同じに考えた。 

○佐藤審議官 ただ、国研のＲＡをどういうふうに考えるかというのは僕、是非文科省さんと

経産省さんに聞きたいんですけれども。 

○橋本議員 これ僕に聞いている。同じです。運営交付金の中と、それから個人個人が取って

きた研究費の中と、それから自主財源で我々が作ったもので、それのバランスというのは、と

いうかバランスは経営陣としては経営者としては、運営費交付金と、それから自主財源の中で

どれだけやるかということを決めて、それ結構大きく取って、だけどそれでフルにはしないで

研究者が自分たちでもちゃんとやれるようにするということを推奨するというやり方をやって

います。かなりそれはほとんど１００％それで払っています、我々はそうやっている。ただ、

それは今の制度でできるんです。できるんだけれども、問題は財源をどれぐらいそうやって取

れるかという話なので、それで国としてどういうふうに今後増やしていくのかということが問

題なんです。 

 森さん。 

○森大臣官房審議官（文部科学省） 一点、大学院生の経済的支援を考えたときに、二つ大き

な面があると思います。 

 一つは学生として見たときに、その学生さんが将来活躍することを願って支援するという、

それが学生に対する支援ですから、授業料減免をしたり奨学金を渡すというのは、それはそう

なんです。 

 一方で、大学院生は一定の活動をしているので、それを評価して、それに対する対価とかお

金を渡すという、それが今、先ほど来議論されたＤＣのお金であり、あるいは研究費から何が

しかの活動費を渡すとか、そういうのはいわば研究者と見ているんです。それに対するお金を

渡そうという、そういう考え方です。 

 一方で、学生として見て、学生に対する支援というのは、それはそれで引き続きやっていく

面はあるんだというふうには思ってはいます。 
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○橋本議員 でも、それは松尾先生、学生って見るなと、一端の研究者として見ろという、そ

ういう意味ですよね。 

○上山議員 根本的にだから、大学院生に対する考え方が違うんです。大学に行った瞬間にこ

れは研究者なんです。アカデミアに就職したということなんです。アカデミアの世界からひょ

っとして大学の先生になるか、企業に行くか分からないけれども、基本的にアカデミックな背

景の中で仕事をしていく人になるという選択をしたということなんです。したがって、給与は

出るべきなんです。だから、学生に対する支援という考え方は根本的に間違っている。 

○山極議員 授業料を払っているわけでしょう、今。９０％、８０％の大学院生は授業料を払

っている。生活費も払いながら大学に通っている。この状態を変えなくちゃいけないというこ

とと、それから今度は教員の側として、大学院生とラボをやっている場合には、これ研究の認

識なんです。しかし、授業料を払っていれば教育の割合エフォート率になるわけだ。教員から

すればそういう言い分も成り立つ。大学院と学部と両方教えなくちゃいけないわけですよ。し

かも卒業研究、修士論文、博士論文の面倒を見るわけで、それが教育なんだと、それは絶対主

張しますよ。だから、大学院手当を払っているわけ、教育費として。そういう計算を現場でや

るのは大変難しい。だって一緒に実験やっていて、論文書くわけで、共著論文書けば研究でし

ょうと言われる一方で、だけど、エフォート率としては教育に換算される。これってどういう

ふうに切り分けたらいいんですかという話が現場で起こってくるわけです。 

○上山議員 それを行政がきちんとすべきだと言っている。ぴったりですよね。 

○飯田産業技術環境局長（経済産業省） 産総研は大学院生をリサーチアシスタントとして今

でも雇っているんですけれども、これをもっと増やすべきだというお話を佐藤審議官から頂い

ています。若手研究者の環境整備はやっぱり本当に危機的なので、一つだけやって全部済むわ

けじゃないので、いろんな努力を積み重ねる必要があると思っています。産総研の中でもいろ

んな議論あるんですけれども、御協力できることは最大限、いろんな独法がちゃんと、企業も

あるかもしれませんけれども、やる必要があるとは思っています。 

○橋本議員 ありがとうございました。 

 松尾さん、ありますか、いいですか。 

○松尾統括官 全く今のお話に尽きることだと思いますけれども、我々本当にやれることは制

度を作ることでありますので、そこはしっかり議論したいと思いますし、さっき上山先生言わ

れたように、資金の中にミシン目を入れるというのは、これ多分やろうと思えばできることな

ので、そこは多分制度によって違うと思いますけれども、何らかのガイダンスというか、そう
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いうのを作ってちゃんと学生に行くというメッセージを国から発していくというのは、これは

重要だと思いますので、そこは我々引き取って検討したいと思います。 

○橋本議員 まだ少し時間がありますので、全体、今のことと離れてもいいです。松尾先生、

どうぞ。 

○松尾議員 あと若干付け加えたいのは、今、大学院生はＴＡ、特にクオリファイドＴＡでや

は教育に活用しようという話があって、ここからもリソースを出す。さっきのクロアポで浮い

たお金でそういったものに回していくとかということも考えられるのかなというのが１点と、

それからあと若手研究者１０年という、どこかに出てきましたけれども、そうすると博士課程

３年、ポスドクそれから私はやっぱり若手テニュアトラック制でなるべく可能性は広げてやっ

ていく。そうすると、３年ポスドク、テニュアトラック５年とすると、大体１０年ぐらいにな

るので、こういうスコープでどういうふうに育てていくか。そのつなぎも含めてこういうトラ

ックをキャリアパスというか、これ是非つなぎで設計してほしいなと思います。 

○橋本議員 これ今日は入れていないんですけれども、これもすごく大きな課題として思って

いて、大体私も今の話だと２５から１０年間の３５ぐらいのイメージなんですよね。３５ぐら

いでテニュアの道が、アカデミックに行くのか産業界に行くのか、ほかに行くのかというよう

なことが３５ぐらいで決まっているというのは多分世界の一番うまくいく事例だと思うんです。

そういうような方向のためにはどのようなキャリアパスがあるのかと、これは次の、今いろん

な努力をしているけれども、まだ上げられるようなレベルじゃないみたいなので、ここで上げ

てまたいろんな議論をしたいというふうに思いますけれども、ほかにいかがですか、あと七、

八分ありますけれども。いいですか。朝が来る前に議論が大分尽くしてしまった。せっかくで

すから。今日すごく前向きのやること、Ｔｏ ｄｏもできています。 

○上山議員 Ｔｏ ｄｏまとめてください。 

○橋本議員 僕まとめない、沢山いるんだから。今日の議論でＴｏ ｄｏと、誰がということ

をまとめて、それをこのパッケージにしっかり入れると。それで総理の前でそれを決めると。

そうすると誰も引き下がれないという、そういうような状況までやると。 

○上山議員 だから、その中には行政の使命、責務として、資金に対する完全な見える化の根

拠を示すと。そしてそれをもって大学の現場が運営をすることをサポートする。それはいいで

すよね。 

○橋本議員 それはだから、どこまで入れられるかというのは、基本的な考え方は間違いなく

それ。 
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○山極議員 もう一つ今日、全然議論出なかったけれども、外部化法人。 

フランホーファーという話が上山さんから出たから言うんだけれども、これやっぱりイン

キュベーションなのかイノベーション創出のための共同ラボなのか、両方であってもいいんだ

けれども、はっきりしないと。それから、資金の獲得手段をどうしていくのかということ、そ

こが今の話と連続するんだけれども、院生を送り込んだり若い研究者を送り込んだりして、そ

れをまた大学に還流させてということができるような、私が最初に言ったような給与体系も人

材も大学の中の話ではなくて、非常にフレキシブルな運営の仕方ができるんだったら、そっち

を利用したいと思う人は出てくると思うんだよ。だけど、そこの性格がはっきりしないと、み

んなやっぱり足踏みしているというような状態だと僕は思います。 

○松尾統括官 １点だけ。正に山極先生が一番最初に言われたのが、我々考えている外部化法

人なんです。だから、先生から言われているのは全く一緒なので、１足す１はお互いに２と言

っているので、全く一緒です。ただ一方で、外部化法人というものがあるわけじゃなくて、大

学が自由に外でやれるような出資機能を強化しようというのが我々の考えなので、外部化法人

という定型のものを我々が提示するということじゃなくて、自由にできるような形にしていく

と。そのためのいろんな制度上の隘路であるとか規制を取っ払っていくというのが趣旨なので、

それは自由にやっていただくというのが趣旨なんです。 

 ただ、それが全部１個じゃなくて、いろんなパターンがあるので、それは是非議論していき

たいということなので、そこはまた改めて議論したいと思います。 

○橋本議員 今日のこと、大変良い議論ができたので、しっかりまとめて前に進むように是非

事務局の方でまとめていただいて、それで残った問題、特にキャリアパスの話はものすごく重

要だと思うので、外部法人の話もそうですけれども、キャリアパスは特に重要だと思うので、

今日の例えば年俸制の話、人事給与マネジメントだったり、あるいは大学院生に対するＴＡ、

ＲＡのこういうほう助の、これ全部絡んでくるんです、実はキャリアパスの話は。そういうこ

とも含めて、今日の議論も踏まえた上で、それをまた次回なのかいつになるかあれでしたけれ

ども、ここでまた議論、オープンの場で議論しますのでよろしくお願いします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

午前１０時５６分 閉会 


